
島 根 県 報
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生活保護法（昭和��年法律第���号）第��条の規定により、同法による医療扶助を担当する機関を次のとおり指定した

ので、同法第��条の�第�号の規定により告示する。

平成��年	月��日

島根県知事 澄 田 信 義

���������


生活保護法（昭和��年法律第���号）第�
条の�の規定により、次のとおり指定医療機関の事業の廃止の届出があった

ので、同法第��条の�第�号の規定により告示する。

第����
号 平成��年	月��日 (�)

医 療 機 関 の 名 称 所 在 地 指定年月日

佐藤内科医院 松江市天神町��ウイステリア天神�Ｆ 平成��年��月��日

都医院 浜田市治和町���－� 平成��年	月�日

わたなべ耳鼻咽喉科医院 松江市東朝日町小浜��� 平成��年	月�日

出雲徳州会病院 簸川郡斐川町大字直江町
���－� 平成��年	月�日

栗栖医院 鹿足郡吉賀町柿木村柿木
��番地� 平成��年	月�日

� �

� �

生活保護法の規定による医療扶助を担当する機関の指定 （地 域 福 祉 課） �

生活保護法の規定による指定医療機関の事業廃止の届出 （ 〃 ） �

生活保護法の規定による介護機関の指定 （ 〃 ） �

生活保護法の規定による指定介護機関の事業廃止の届出 （ 〃 ） 


介護保険法の規定に基づく指定居宅サービス事業者の指定 （高齢者福祉課） 


県営土地改良事業計画の変更 （農 村 整 備 課） 


土地改良事業施行の同意 （ 〃 ） �

内水面における遊漁規則の変更の認可（�件） （水 産 課） �

島根県漁業近代化資金利子補給事業実施要綱の一部改正 （ 〃 ） �

包括外部監査契約の締結 （監査委員事務局） �

� �

公立学校法人島根県立大学（仮称）会計システムの賃貸借及び運用保守業務並び （総 務 課） �

に導入業務の調達に係る事業予定者を決定するための提案競技の実施

開発行為に関する工事の完了 （都 市 計 画 課） ��

����������������������������������������������������

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

����������������������������������������������������

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

�
�

平成��年	月��日 (金)
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島 根 県 報

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

��������	


生活保護法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項の規定により、同法による介護扶助を担当する機関を次のとお

り指定したので、同法第��条の�第�号の規定により告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�	

�号 平成��年�月��日(�)

医 療 機 関 の 名 称 所 在 地 廃止年月日

佐藤内科医院 松江市和多見町�� 平成�
年��月��日

栗栖医院 鹿足郡吉賀町柿木村柿木���番地� 平成��年�月�日

石崎医院 出雲市佐田町窪田���� 平成��年
月��日

指定訪問看護事業者・居宅介護事業者・居
宅介護支援事業者

実施する事業

訪問看護ステーション・居宅介護事業所・
居宅介護支援事業所 指 定

年月日
名 称

主たる事務所
の所在地

名 称 所 在 地

医療法人 山根クリ
ニック

出雲市芦渡町
��－
�

居宅介護支援
事業

山根クリニック居宅
介護支援事業所

出雲市芦渡町
��－
�

平成��年

月��日

社会福祉法人 ＪＡ
いずも福祉会

出雲市今市町�� 訪問介護
社会福祉法人ＪＡい
ずも福祉会 みどり
の郷大社

出雲市大社町北荒木
���

平成��年

月�
日

社会福祉法人 ＪＡ
いずも福祉会

出雲市今市町�� 通所介護
社会福祉法人ＪＡい
ずも福祉会 みどり
の郷大社

出雲市大社町北荒木
���

平成��年

月�
日

有限会社 ＫＣサ
ポート

松江市西川津町��
�

－��
通所介護

デイサービス なご
み

松江市黒田町��－�
平成��年

月��日

日本海観光株式会社
松江市寺町���－�

ボートピア松江ビル
�Ｆ

訪問介護
ヘルパーステーショ
ン 敬愛苑

松江市寺町���－�

ボートピア松江ビル
�Ｆ

平成��年

月��日

日本海観光株式会社
松江市寺町���－�

ボートピア松江ビル
�Ｆ

通所介護
デイサービス 敬愛
苑

松江市寺町���－�

ボートピア松江ビル
�Ｆ

平成��年

月��日

特定非営利活動人
デイハウスＫＯＭＯ
ＲＥＢＩ

松江市八雲町東岩坂


番地


通所介護

特定非営利活動法人
デイハウスＫＯＭＯ
ＲＥＢＩ 指定通所
介護事業所 合歓の
木

松江市八雲町東岩坂


番地


平成��年
�月��日

くにびき農業協同組
合

松江市西川津町����

－�
訪問看護

ＪＡくにびき歯科診
療所

松江市西津田
－�

－��

平成��年

月��日

くにびき農業協同組
合

松江市西川津町����

－�

訪問リハビリ
テーション

ＪＡくにびき歯科診
療所

松江市西津田
－�

－��

平成��年

月��日

くにびき農業協同組
合

松江市西川津町����

－�

居宅療養管理
指導

ＪＡくにびき歯科診
療所

松江市西津田
－�

－��

平成��年

月��日

有限会社 福田金物
大田市大田町大田ロ
���番地

福祉用具貸与
有限会社 福田金物
福祉事業所

大田市大田町大田ロ
���番地

平成��年
�月��日



島 根 県 報

���������	

生活保護法（昭和��年法律第���号）第��条の�第�項において準用する同法第��条の�の規定により、次のとおり指

定介護機関の事業の廃止の届出があったので、同法第��条の�第�号の規定により告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

��������
	

介護保険法（平成	年法律第��
号）第��条第�項の規定に基づき、指定居宅サービス事業者を次のとおり指定したの

で、同法第��条第�号の規定に基づき告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

���������	

土地改良法（昭和��年法律第�
�号）第��条の�第�項の規定に基づき、小山地区を受益地域とする農道事業（県営農

林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業）の計画を変更したので、同条第�項において準用する同法第��条第�項の規定

により、次のとおり関係書類を縦覧に供する。

なお、当該事業の利害関係人で当該事業計画の変更に異議のあるものは、縦覧期間満了後��日以内に申し出られたい。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第�����号 平成��年�月��日 (
)

有限会社 ユニット
ケア山陰

松江市北田町���番
地

認知症対応型
共同生活介護

グループホーム ひ
さご苑

松江市浜佐田町字柄
杓���

平成��年
�月�日

佐藤 充男
松江市天神町��ウイ
ステリア天神�Ｆ

居宅療養管理
指導

佐藤内科医院
松江市天神町��ウイ
ステリア天神�Ｆ

平成��年
�月�日

指定訪問看護事業者・居宅介護事業者・居
宅介護支援事業者

廃止する事業

訪問看護ステーション・居宅介護事業所・
居宅介護支援事業所 廃 止

年月日
名 称

主たる事務所
の所在地

名 称 所 在 地

社会福祉法人 松江
市社会福祉協議会

松江市千鳥町��番地 訪問看護

社会福祉法人松江市
社会福祉協議会 宍
道介護センター訪問
看護ステーション

松江市宍道町上来待
��
番地�

平成��年
�月
�日

財団法人 出雲市ひ
らた福祉公社

出雲市平田町����－
�

居宅介護支援
事業

�出雲市ひらた福祉
公社 居宅介護支援
事業所

出雲市平田町����－
� 平田福祉会館�
階

平成��年
�月
�日

事 業 者 の 名 称 指定した事業 事 業 所 の 名 称 事 業 所 の 所 在 地
指 定
年月日

社会福祉法人 おおつか福
祉会

通所介護
平田西デイサービスセン
ター

出雲市国富町��番地�
平成��年
�月
�日



島 根 県 報

� 縦覧に供する書類の名称

小山地区農道事業（県営農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事業）変更計画書の写し

� 縦覧の期間

告示の日から��日間

� 縦覧の場所

浜田市役所

��������	


土地改良法（昭和��年法律第���号）第�	条の�第
項において準用する同法第��条第�項の規定により、次のとおり

土地改良事業の施行に同意した。

平成��年
月��日

島根県知事 澄 田 信 義

���������


漁業法（昭和��年法律第�	�号）第���条第�項の規定により、内水面における遊漁規則の変更を認可したので、同条第

�項の規定により告示する。

平成��年
月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 漁業権者の名称及び住所

神戸川漁業協同組合 出雲市下古志町�	��番地�

� 漁業権の免許番号

内共第�号及び第
号

� 変更の内容

� 禁止区域

（変更前）

第
条 『ごぎ』の繁殖保護のため、遊漁禁止区域を次の通りとする。

（変更後）

第
条 『ごぎ』の繁殖保護のため、遊漁禁止区域を次のとおりとする。

第�����号 平成��年
月��日(�)

事 業 主 体 名 事 業 名 同意年月日

出雲市 堤廻下地区用排水施設事業（ため池等整備事業） 平成��年
月��日

河 川 名 遊 漁 禁 止 区 域

位出谷川 頓原町大字頓原村��の�番地先の砂防ダムより上流

牛谷川 （略）

内谷川 頓原町合流点から上流

河 川 名 遊 漁 禁 止 区 域

位出谷川 飯南町頓原��の�番地先の砂防ダムより上流

牛谷川 （略）

内谷川 頓原川合流点から上流



島 根 県 報

� 遊漁料の額及び納付の方法

（変更前）

第�条 第�条第�項に掲げる漁具漁法を使用して遊漁する場合で神戸川漁業協同組合事務所及び組合が指定した場

所において納付する時の遊漁料は次の表の通りとする。

但し、遊漁する場所において漁場監視員に納付する時の遊漁料は次の表の遊漁料に���円を付加して得た額とす

る。

（変更後）

第�条 第�条第�項に掲げる漁具漁法を使用して遊漁する場合で神戸川漁業協同組合事務所及び組合が指定した場

所において納付するときの遊漁料は、次の表のとおりとする。ただし、遊漁する場所において漁場監視員に納付す

るときの遊漁料は、次の表の遊漁料に���円を付加して得た額とする。

� 変更後の遊漁規則の施行の日

平成��年�月	�日

��������	


漁業法（昭和	
年法律第	��号）第�	
条第�項の規定により、内水面における遊漁規則の変更を認可したので、同条第

�項の規定により告示する。

平成��年�月	�日

島根県知事 澄 田 信 義

� 漁業権者の名称及び住所

三隅川漁業協同組合 浜田市三隅町三隅�
��番地

� 漁業権の免許番号

内共第�号

� 変更の内容

� 禁止区域

（変更前）

第�条 前条の規定による期間内であっても、次の表のア欄に掲げる魚種については、それぞれイ欄の漁法はウ欄の

区域内において、遊漁をしてはならない。

第�����号 平成��年�月	�日 (�)

通常漁場 （略）

特設漁場 場所 �．頓原町大字頓原村地内頓原川合流点から頓原町大字頓原村	�


番地先の

宇山川第�号堰堤までの宇山川

�．頓原町大字頓原村地内神田川合流点から同地内位出谷川合流点までの頓原

川及び頓原町大字頓原村	�番地の�地先の位出谷川第�号堰堤より下流の位

出谷川

�．頓原町大字志津見地内弓谷川における弓谷川堰堤

（略） （略）

通常漁場 （略）

特設漁場 場所 �．飯南町神田川合流点から位出谷川合流点までの頓原川及び位出谷川第�号

堰堤より下流の位出谷川

�．飯南町志津見地内弓谷川における弓谷川下流堰堤

（略） （略）
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（変更後）

第�条 前条の規定による期間内であっても、次の表のア欄に掲げる魚種については、それぞれイ欄の漁法はウ欄の

区域内において、遊漁をしてはならない。

� 変更後の遊漁規則の施行の日

平成��年�月��日

��������	


漁業法（昭和��年法律第���号）第��	条第
項の規定により、内水面における遊漁規則の変更を認可したので、同条第

�項の規定により告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 漁業権者の名称及び住所

高津川漁業協同組合 益田市神田町イ���番地


 漁業権の免許番号

内共第��号


 変更の内容

� 禁止区域

（変更前）

第�条 前条の規定にかかわらず、次表のとおり遊漁を制限する。

第�����号 平成��年�月��日(�)

ア 魚種 イ 漁法 ウ 区域

あゆ たも網、投網 那賀郡三隅町大字三隅地内三隅大橋上流端から下流に至る区域

ごぎ（いわな含

む）

手釣、竿釣、徒手

採捕

美濃郡美都町板井川地内正本橋下流端より上流に至る区域

ア 魚種 イ 漁法 ウ 区域

あゆ たも網、投網 浜田市三隅町三隅地内三隅大橋上流端から下流に至る区域

ごぎ（いわな含

む。）

手釣、竿釣、徒手

採捕

益田市美都町板井川地内正本橋下流端より上流に至る区域

制 限 漁 法 水系別 制 限 区 域 制限期間

イ．あゆ友釣を除く

全漁法

高津川 鹿足郡六日市町大字七日市、坂折谷川と高津川本流との合流点か

ら同町大字抜月、抜月橋下流端に至る区域。

（略）

ロ．全漁法 高津川 鹿足郡柿木村大字大野原、月瀬頭首工より上流��ｍ、下流��ｍの

区域

（略）

ハ． 〃 高津川 鹿足郡柿木村大字柿木、柿木小水力発電所取水口より上流��ｍ、

下流��ｍの区域

（略）

ニ．あゆ友釣を除く

全漁法

高津川 鹿足郡柿木村大字柿木、相生橋上流端より���ｍ上流の地点から

同大字柿木、小水力発電所放水口から下流���ｍに至る区域。

（略）

ホ．全漁法 右ヶ谷川 鹿足郡柿木村大字椛谷、福川川との合流点に至る右ヶ谷川全域 （略）

へ． 〃 福川川 鹿足郡柿木村大字柿木、坂本頭首工より上流��ｍ、下流��ｍの区

域

（略）
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（変更後）

第�条 前条の規定にかかわらず、次の表のとおり遊漁を制限する。

第�����号 平成��年�月��日 (�)

ト．毛針釣を除く全

漁法

横道川 鹿足郡日原町大字左鐙字上横道、福谷川合流点から上流の全域

（以下「毛針釣り専用区」という）

（略）

チ．あゆ刺網、投網 高津川 鹿足郡柿木村大字下須、中国電力株式会社設置堰堤中心線より下

流���ｍから同郡日原町大字枕瀬、日原発電所放水口に至る区域

（略）

リ．あゆ友釣を除く

全漁法

高津川 鹿足郡日原町大字日原、法師橋上流端より	��ｍ上流の地点か

ら、同橋下流端より
��ｍ下流に至る区域

（略）

ヌ．こいの刺網、投

網、竿釣

津和野川 鹿足郡津和野町大字鷲原、ふろやせき下流端から同町大字同、南

谷川合流点までの区域

（略）

ル．全漁法 津和野川 鹿足郡津和野町大字鷲原、南谷川合流点より下流同町大字後田、

常盤橋上そ水コンクリート壁上流端までの区域

（略）

オ．あゆ友釣を除く

あゆ漁業

高津川 鹿足郡日原町大字河村、国道�号線日原洞門上流端から同町大字

池村､国道�号線池村第�洞門下流端に至る区域

（略）

ワ． 〃 高津川 鹿足郡日原町大字青原、青原駐在所前消防路下流端から同町大字

同、添谷橋下流端に至る区域。

（略）

カ～ヨ （略） （略） （略）

タ．全漁法 匹見川 美濃郡匹見町大字道川、中国電力匹見発電所取水堰堤から同町大

字匹見、魚飛橋下流端に至る区域

（略）

レ．あゆ友釣を除く

あゆ漁法

匹見川 美濃郡匹見町大字匹見、紙祖川と匹見川との合流点から同町大字

同、匹見川と広見川との合流点に至る区域及び同町大字紙祖、諏

訪頭首工上流端に至る区域

（略）

ソ．あゆ刺網、投網 匹見川 美濃郡匹見町大字広瀬、中国電力株式会社設置堰堤中心線より下

流���ｍから同町大字澄川、発電所放水口に至る区域

（略）

ツ．全漁法 匹見川 美濃郡匹見町大字広瀬、口板堰堤より上流�
ｍ、下流
�ｍの区域 （略）

ネ．あゆ友釣を除く

あゆ漁法

匹見川 美濃郡匹見町大字澄川、澄川発電所放水口から同町大字同、中国

電力株式会社設置堰堤の中心線より上流
�ｍに至る区域

（略）

ナ．あゆ刺網、投網 匹見川 美濃郡匹見町大字澄川、中国電力株式会社設置堰堤中心線より下

流���ｍから益田市猪木谷町、豊川発電所放水口に至る区域

（略）

ラ～ク（略）

制 限 漁 法 水系別 制 限 区 域 制限期間

イ．あゆ友釣を除く

全漁法

高津川 鹿足郡吉賀町七日市、坂折谷川と高津川本流との合流点から同町

抜月、抜月橋下流端に至る区域

（略）

ロ．全漁法 高津川 鹿足郡吉賀町柿木村大野原、月瀬頭首工より上流�
ｍ、下流
�ｍ

の区域

（略）

ハ． 〃 高津川 鹿足郡吉賀町柿木村柿木、柿木小水力発電所取水口より上流
�

ｍ、下流
�ｍの区域

（略）

ニ．あゆ友釣を除く

全漁法

高津川 鹿足郡吉賀町柿木村柿木、相生橋上流端より���ｍ上流の地点か

ら同町同、小水力発電所放水口から下流���ｍに至る区域

（略）

ホ．全漁法 右ヶ谷川 鹿足郡吉賀町柿木村椛谷、福川川との合流点に至る右ヶ谷川全域 （略）

へ． 〃 福川川 鹿足郡吉賀町柿木村柿木、坂本頭首工より上流�
ｍ、下流
�ｍの （略）
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� 変更後の遊漁規則の施行の日

平成��年�月��日

��������	


島根県漁業近代化資金利子補給事業実施要綱（平成��年島根県告示第���号）の一部を次のように改正する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

第����	号 平成��年�月��日(�)

区域

ト．毛針釣を除く全

漁法

横道川 鹿足郡津和野町左鐙上横道、福谷川合流点から上流の全域（以下

「毛針釣り専用区」という。）

（略）

チ．あゆ刺網、投網 高津川 鹿足郡吉賀町柿木村下須、中国電力株式会社設置堰堤中心線より

下流���ｍから同郡津和野町枕瀬、日原発電所放水口に至る区域

（略）

リ．あゆ友釣を除く

全漁法

高津川 鹿足郡津和野町日原、法師橋上流端より
		ｍ上流の地点から、

同橋下流端より�		ｍ下流に至る区域

（略）

ヌ．こいの刺網、投

網、竿釣

津和野川 鹿足郡津和野町鷲原、ふろやせき下流端から同町同、南谷川合流

点までの区域

（略）

ル．全漁法 津和野川 鹿足郡津和野町鷲原、南谷川合流点より下流同町後田、常盤橋上

そ水コンクリート壁上流端までの区域

（略）

オ．あゆ友釣を除く

あゆ漁業

高津川 鹿足郡津和野町河村、国道�号線日原洞門上流端から同町池村、

国道�号線池村第�洞門下流端に至る区域

（略）

ワ． 〃 高津川 鹿足郡津和野町青原、青原駐在所前消防路下流端から同町同、添

谷橋下流端に至る区域

（略）

カ～ヨ （略） （略） （略）

タ．全漁法 匹見川 益田市匹見町道川、中国電力匹見発電所取水堰堤から同町匹見、

魚飛橋下流端に至る区域

（略）

レ．あゆ友釣を除く

あゆ漁法

匹見川 益田市匹見町匹見、紙祖川と匹見川との合流点から同町同、匹見

川と広見川との合流点に至る区域及び同町紙祖、諏訪頭首工上流

端に至る区域

（略）

ソ．あゆ刺網、投網 匹見川 益田市匹見町広瀬、中国電力株式会社設置堰堤中心線より下流��

	ｍから同町澄川、発電所放水口に至る区域

（略）

ツ．全漁法 匹見川 益田市匹見町広瀬、口板堰堤より上流�
ｍ、下流
	ｍの区域 （略）

ネ．あゆ友釣を除く

あゆ漁法

匹見川 益田市匹見町澄川、澄川発電所放水口から同町同、中国電力株式

会社設置堰堤の中心線より上流
	ｍに至る区域

（略）

ナ．あゆ刺網、投網 匹見川 益田市匹見町澄川、中国電力株式会社設置堰堤中心線より下流��

�ｍから同市猪木谷町、豊川発電所放水口に至る区域

（略）

ラ～ク（略）



島 根 県 報

� �

� この告示は、平成��年�月��日から施行する。

� この告示による改正後の島根県漁業近代化資金利子補給事業実施要綱の規定は、平成��年�月��日以後に貸し付けら

れた島根県漁業近代化資金について適用し、同日前に貸し付けられた島根県漁業近代化資金については、なお従前の例

による。

������	
��

地方自治法（昭和��年法律第��号）第�	�条の
�第�項の規定により平成��年度に係る包括外部監査契約を次のとおり

締結したので、同条第�項の規定により告示する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 包括外部監査契約の期間の始期

平成��年�月�日

� 包括外部監査契約を締結した者に支払うべき監査に要する費用の額の算定方法

契約書で定める基本費用の額、契約書で定めるところにより算定した執務費用及び実費の額並びに契約書で定めると

ころにより算定した消費税及び地方消費税を合算した金額とし、���	
万円を上限とする。

� 包括外部監査契約を締結した者の氏名及び住所

福田龍太 松江市秋鹿町
��
番地

� 包括外部監査契約を締結した者に支払うべき監査に要する費用の支払方法

監査の結果に関する報告の提出があった後に支払うものとする。ただし、知事が必要があると認めるときは、概算払

をすることができる。


 �

公立大学法人島根県立大学（仮称）会計システムの賃貸借及び運用保守業務並びに導入業務の調達に係る事業予定者を

決定するため、次のとおり提案競技を実施する。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 提案競技に付する事項

� 名称

公立大学法人島根県立大学（仮称）会計システム（以下「県立大学会計システム」という。）の賃貸借及び運用保

守業務並びに導入業務

� 概要

第����
号 平成��年�月��日 (�)

別表中

｢

｣

を

｢

｣

に改める｡

年��
％以内

年���％以内

年��
％以内

年��
％以内

年��
％以内

年��
％以内

年��
％以内

年��
％以内

年���％以内

年���％以内

年���％以内

年���％以内

年���％以内

年���％以内

年���％以内

年���％以内
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ア 県立大学会計システムの導入業務（「システムの設置（ソフトウェアのカスタマイズを除く。）、操作教育、

データ移行支援及び運用テスト支援」のことをいう。以下同じ｡ ）は、平成��年度中の委託契約により調達。

イ 県立大学会計システムに係るハードウェア及びソフトウェアの賃貸借（運用保守業務を含む。）については、平

成��年�月�日から平成��年�月	�日までの間の賃貸借契約により調達。

� 仕様

「公立大学法人島根県立大学（仮称）会計システムの賃貸借及び運用保守業務並びに導入業務の調達に係る提案競

技仕様書」（以下「仕様書」という。）による。

� 提案価格の上限額

合計額は、�
����
����円（消費税及び地方消費税を含む。）を上限とし、かつ、このうち県立大学会計システム

の導入業務については、	
�
�
����円（消費税及び地方消費税を含む。）を上限とする。

� 完了期限及び賃貸借期間

� 県立大学会計システムの導入業務

完了期限 平成��年�月	�日

� 県立大学会計システムの賃貸借及び運用保守業務期間

平成��年�月�日から平成��年�月	�日まで

� 提案競技参加資格に関する事項

提案競技に参加する者は、単独企業・法人にあっては次の�に掲げる要件のすべてを、共同企業体にあっては次の�

に掲げる要件のすべてを満たし、島根県知事の参加資格の確認を受けたものであること。

� 単独企業・法人の資格要件

ア 地方自治法施行令（昭和��年政令第�
号）第�

条の�第�項の規定に該当しない者であること。

イ 島根県税（個人の県民税及び地方消費税を除く。）の滞納がないこと又は納税義務がないこと。

ウ 消費税及び地方消費税の滞納がないこと又は納税義務がないこと。

エ 島根県が実施する入札について指名停止の措置を受け、提出書類の提出期限日においてその措置の期間が満了し

ていない者でないこと。

オ 会社更生法（昭和�
年法律第�
�号）に基づく更正手続又は民事再生法（平成��年法律第���号）に基づく更正手

続開始の申立てがなされている者（同法に基づき更正手続開始の申立てがなされている者であっても、手続開始の

決定後、島根県が別に定める手続に基づき入札参加資格の受付がなされている者は除く。）でないこと。

カ 共同企業体の構成員でないこと。

キ ＩＳＯ����に準拠した品質管理を行うことができる者であること。

ク 国立大学法人又は公立大学法人における財務会計システム及び給与計算システムの開発業務を受注した実績を有

する者であること。

ケ 上記クにおいて受注し、開発したシステムに関する運用保守業務を受注した実績を有する者であること。

� 共同企業体の資格要件

ア 共同企業体を構成する企業間で、次の内容を規定した協定が結ばれていること。

ア� 目的

イ� 企業体の名称

ウ� 構成員の住所及び名称

エ� 代表者の名称

オ� 代表者の権限

カ� 構成員の出資の割合

キ� 構成員の責任

ク� 取引金融機関

ケ� 決算

第��

�号 平成��年�月��日(��)
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コ� 利益金の配当の割合

サ� 欠損金の負担の割合

シ� 業務履行中における構成員の脱退に対する措置

ス� 業務履行中における構成員の破産又は解散に対する措置

セ� 解散後の瑕疵担保責任

ソ� その他必要な事項

イ 共同企業体の代表構成員は、出資比率が最大の構成員であること。

ウ 構成員のすべてが�のアからオまでに該当すること。

エ 構成員のうち少なくとも�社は、�のキからケまでに該当すること。

オ 構成員は、他の共同企業体の構成員でないこと。

� 提案競技説明手続

� 提案競技実施要領等の配布期間及び配布場所

ア 配布期間

平成��年�月��日（金）から平成��年�月��日（水）まで

閉庁日を除く毎日 午前�時から午後�時まで（正午から午後�時までの間は除く。）

イ 配布場所

総務部総務課法人設立準備室（島根県浜田市野原町�	

－� 島根県立大学内）及び総務部総務課�Ｆ分室（島

根県松江市殿町� 島根県庁内）

� 提案競技説明会

ア 日時

平成��年�月��日（金）午後�時から

イ 場所

島根県浜田市野原町�	

－� 島根県立大学

� 提案競技参加資格確認手続

� 提出書類の種類

提案競技に参加しようとする者は、次に定める書類を提出すること。ただし、必要がある場合は、補足資料の提出

を求めることがある。

なお、提出された書面を審査の結果、�の参加資格を有すると認めたものに限り、提案競技に参加できるものとす

る。

ア 提案競技参加資格確認申請書

イ 会社概要書又は経歴書（共同企業体の場合は、構成員すべての会社概要書又は経歴書）

ウ 法人の登記事項証明書又は身分証明書（共同企業体の場合は、構成員すべての登記事項証明書又は身分証明書）

エ 直近の財務諸表（共同企業体の場合は、構成員すべての直近の財務諸表）

オ 島根県税の滞納がないこと又は納税義務がないことの証明書（共同企業体の場合は、構成員すべての証明書）

カ 消費税及び地方消費税の滞納がないこと又は納税義務がないことの証明書（共同企業体の場合は、構成員すべて

の納税証明書）

キ 国立大学法人又は公立大学法人における財務会計システム及び給与計算システムの開発業務の受注実績を証する

書類

ク 国立大学法人又は公立大学法人における財務会計システム及び給与計算システムの運用保守業務の受注実績を証

する書類

ケ 協定書（共同企業体の場合のみ）

コ 担当者届

サ 委任状

第�
���号 平成��年�月��日 (��)
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� 提出書類の形式

提案競技実施要領による。

� 書類の提出方法、提出期限及び提出先

ア 提出方法

郵送又は持参による。

イ 提出部数

各�部

ウ 提出期限

平成��年�月��日（水）午後�時までに提出すること。郵送の場合は書留とし、同日の午後�時までに必着のこ

と。

エ 提出先

��に同じ。

� 提案競技参加資格確認審査結果の通知

申請者に対し、平成��年�月��日付けで、郵送にて通知する。

	 提案競技に係る質問書について

� 質問は、期限までに文書により提出すること。（ファックス又は電子メールによる質問書の送付も可とする。）

� 提出場所

��に同じ。

� 提出期限

平成��年�月�
日（水）午後�時まで

� 質問に対する回答は、平成��年�月��日（月）までにファックス又は電子メールにより通知する。

� 提案書の提出について

提案競技参加資格確認審査において参加資格が認められた者は、以下により提案書を提出すること。

� 提案書の内容

提案競技実施要領による。

� 書類の提出方法、提出期限及び提出先

ア 提出方法

郵送又は持参による。

イ 提出期限

平成��年�月��日（水）午後�時までに提出すること。郵送の場合は書留とし、同日の午後�時までに必着のこ

と。

ウ 提出先

��に同じ。


 選定方法

� 別に設置する公立大学法人島根県立大学（仮称）会計等システム提案競技審査委員会（以下「審査委員会」とい

う。）において、厳正な審査を行う。

� 評価については、以下の点を考慮する。

ア システムの操作性に関する項目

イ システムの安定性に関する項目

ウ システムの保守性に関する項目

エ システムの拡張性に関する項目

オ システム開発・運用の確実性に関する項目

カ 情報セキュリティの確保に関する項目

第����
号 平成��年�月��日(��)



島 根 県 報

キ システム管理者、利用者への教育指導に関する項目

ク システム開発・運用保守に要する費用に関する項目

� 評価及び得点の付与方法は、あらかじめ設定した評価基準に基づき、各評価項目の得点を加算する方法により合計

得点を算出する。

� 提出書類により参加資格等を審査した後、提案書について審査委員会事務局によるヒアリング及びプレゼンテー

ションの依頼を行う。

� ヒアリング及びプレゼンテーションは、次の日程に行う。実施日時は、提案書提出者に対し別途通知する。

ア 実施日

平成��年�月�日（水）又は�月�日（木）

イ 場 所

島根県浜田市野原町����－	 島根県立大学

� 審査委員会による選定の結果については、提案競技参加者に別途通知する。

� 審査経過については、公表しない。また、選定の結果に対しての異議申立ては受け付けない。

�
 提案の無効に関する事項

次のいずれかに該当するときは、その者の提案は無効とする。

� 参加する資格のない者が提案したとき｡

� 所定の日時及び場所に書類を提出しないとき｡

� 事実に反する申請や提案に関する不正行為があったとき｡

� 提案者が当該提案競技に対して	以上の提案をしたとき｡

� 提案者が他人の提案の代理をしたとき｡

� その他、あらかじめ指示した事項に違反したとき又は提案者に求められる義務を履行しなかったとき｡

�� 契約

� 契約相手方

審査委員会が選定した者（以下「契約予定者」という。）と地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手段の特例

を定める政令（平成�年政令第���号）第�
条第�項第�号の規定に基づき、随意契約を行う。

� 契約金額

契約予定者から見積書を徴取し、予定価格の範囲内において決定する。

� 前金払

前金払は行わない。

� 契約保証金

島根県会計規則（昭和�
年島根県規則第��号）第�
条第�項の規定により契約金額の�

分の�
以上を納付するこ

と。ただし、島根県会計規則第�
条の	各号のいずれかに該当する場合は免除する。

� その他の契約条項

契約予定者と協議の上定める。

�� その他の留意事項

� 提出期限後の問合せ及び書類の追加・修正には原則として応じない。

� 提案競技及び契約の手続において使用する言語及び通貨は日本語及び日本国通貨とする。

� 提出書類の著作権は、提案者に帰属する。

� 提出書類は他の提案者に対して非公開とする。

� 提出書類は返却しない。

� 提出書類の作成及び提出に要する費用並びにヒアリング及びプレゼンテーションに要する費用は、提案者の負担と

する。

� その他詳細は、提案競技実施要領による。

第����
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平成��年�月��日 印刷
平成��年�月��日 発行 発行者 島 根 県 発行所 松江市殿町 島 根 県 庁

印 刷 松江市学園南 松陽印刷所
定価 �か月 �����円

(送料共)

島 根 県 報

�	 提案競技に関する問合せ先（書類提出先）

郵便番号
��－���


島根県浜田市野原町��		－
 島根県立大学内 総務部総務課法人設立準備室

担当 西尾

電 話 ����－��－����
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次の開発行為に関する工事が完了したので、都市計画法（昭和�	年法律第���号）第	
条第:項の規定により公告す

る。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

� 開発区域

安来市赤江町字菖蒲
��番地

面積 	���
�平方メートル


 開発許可を受けた者の住所及び氏名

安来市黒井田町��番地�

池田 薫
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